

















1. は じ め に
行政分野における情報システムの利活用が進み, それに要する費用も多
額となるなか, ｢世界最先端 IT国家創造宣言｣ (2013.6.14 閣議決定,


















番号の利用等に関する法律｣ (2013年５月31日法律第27号｡ 以下 ｢番号法｣
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1994年の ｢行政情報化推進計画｣ (1994年12月25日閣議決定) の策定以
降, 行政機関における情報システムの活用が急速に広がり巨額の投資が行
われるようになったが, 同時に調達面での課題が指摘されるようになった｡
岸本 (2003) は, 政府側の能力不足に起因する不明確な調達仕様書がリ
スクを高めていることに加え, 大企業の安値落札とその後の継続的随意契
約という商慣行とあいまって大企業による寡占状態を招いていることを指
摘し, CIOの設置等とともに, EVM (Earned Value Management) による
プロジェクトマネジメントの重要性を指摘している｡ 一方, 今井 (2003)
は安値競争による市場価格と落札価格の乖離が IT産業育成への打撃となっ




達の基本指針｣ が定められた｡ 基本指針では, 各省庁が情報システムの調
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(１) 特別引出権 (Special Drawing Rights) の円換算レートは２年ごとに財











査報告書 (2011) では, 一者応札が多く競争性が十分確保されていない




人材の充実を提言した南波 (2008) の研究, 交渉方式の導入を提言した








であることを示している｡ 一方, 改善策の検討のためには, 調達結果だけ
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ためには実際の調達事例に基づく具体的な問題点の抽出を積み上げ, 課題
の本質を明らかにする必要がある｡ 調達事例を継続的に蓄積していくこと
















情報連携が実施される｡ 情報連携にあたっては, 図１のとおり, 本プロジェ
































契 約 形 態 請負契約 (2014. 3─2017. 3)
調達公示日 2014. 1. 9
契 約 日 2014. 3. 31
契 約 金 額 123億1200万円
契 約 者 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ






























































































































































































































































したのは NTTコミュニケーションズ株式会社のみであり, 株式会社 NTT
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5.6 審査
情報提供ネットワークシステムの調達は一般競争入札, 総合評価落札方





容に応じて普通, 重要, 最重要に区分され, それぞれ配点が異なる｡
審査委員会は基本指針に沿って, 調達を担当する内閣官房社会保障改革
担当室の職員, 情報システムに精通した他省庁の職員, システム知識を有
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5.7.2 提案者へのヒアリングの実施
2014年３月29日 (土) に５社への個別のヒアリングが東京都内で実施
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表２ 調達プロセス開始後のスケジュール変更
変更前 変更後
官 報 公 示 2014年１月９日 2014年１月９日
入 札 説 明 会 １月31日 １月31日
提案書提出期限 ３月３日 ３月13日
提案検討期間 53日間 63日間
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(６) 2014年３月29日に東京都内で行われた政府 CIOによる共同提案を行っ
た５社へのヒアリングにおける説明から｡
(７) 調達終了後の2014年４月２日, ４月８日, ４月９日, ４月11日に東京
都内において外資系大手企業５社の幹部と個別に面談を実施した｡
表３ 調達プロセスに関与した事業者
日 時 手 続 関与した事業者数
2013.11.212.2 意 見 招 請
49社が仕様書案を入手
10社が意見・質問を提出


























































































































とした方式 (競争方式) と随意契約制度を基本とした方式 (非競争方式)
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7.2.2 IT調達庁 (仮称) の設立及び枠予算配分と法案に対する事前シス
テム審査の実施






な行政機関が必要である｡ 米国の連邦調達庁, 英国の CCS (Crown Com-



















































可否, 対応しうる事業者の存否, 調達・開発に必要な期間, コストなどを
精査し法案に反映させる手続きが必要である｡ IT調達庁による法案の事
前システム審査を義務付けることで実現しうると考えられる｡
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A Case study of the IT system procurement by the
Central Government of Japan
─Procurement of information collaboration system
associated with the Social Security and Tax Number─
Kentaro KANASAKI
With the introduction of the social security and tax number (My Number)
system, information collaboration by administrative agencies holding per-
sonal information began and IT system construction was done. The govern-
ment established “the basic policy on the government IT procurement” in
2007 concerning the procurement of IT systems in the ministries and agen-
cies of central government. Since then, the IT procurement by the minis-
tries and agencies has been implemented in accordance to this policy. This
study reports the example of procurement for information collaboration sys-
tem associated with My Number, and based on the procurement process and
the procurement results, consider the current issues of IT procurement in
the central government and consider measures to improve IT procurement
in Japan.
